
2026（令和8）年7月23日

情報流通プラットフォーム対処法ガイドライン等検討協議会
発信者情報開示関係WG 技術部会
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デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会

第4回発信者情報開示ワーキンググループ

P2Pファイル交換ソフトによる権利侵害情報の流通
に関する検知システムの認定

ご説明資料



情報流通プラットフォーム対処法ガイドライン等検討協議会

○ 目的
情報流通プラットフォーム対処法（旧プロバイダ責任制限法）の施行に際し、特定電気通信の情報流通に
よる権利侵害に適切・迅速に対処できるようガイドラインの検討などを行うため、ISPを会員に持つ電気通信4
団体が主導して2002（平成14）年2月に立ち上げ

○ 構成
電気通信4団体（（一社） 電気通信事業者協会、（一社）日本ケーブルテレビ連盟、 （一社）日本イ
ンターネットプロバイダー協会及び（一社）テレコムサービス協会）並びに名誉毀損・プライバシー、著作権、
商標権、育成者権及び発信者情報開示の関係者・業界団体で構成
ほかオブザーバとして、学識経験者・法の実務者・海外の著作権関係団体・総務省殿

○ 運営
会長 久保 真 （一社）日本インターネットプロバイダー協会会長
事務局 （一社）日本インターネットプロバイダー協会・ （一社）テレコムサービス協会の共催
運営経費 協議会内の協議により、必要経費を分担して運営
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（注） 構成員名などは、
非公開のお約束で参画して
いただいています。



協議会は権利者とプロバイダーとの団体協議の場である
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情報流通PF対処法
ガイドライン等検討協議会日本インターネット

プロバイダー協会

テレコムサービス協会

日本ケーブルテレビ連盟

電気通信事業者協会

共同事務局

電気通信4団体

名誉毀損・プライバシー関係WG

著作権関係WG

育成者関係WG

商標権関係WG

著作権関係信頼
性確認団体WG

発信者情報開示関係関係WG

認定委員会

音楽・映画等、
権利者の業界団体

海外ブランド等、
権利者の業界団体

著作権・商標権の
業界団体

著作権・商標権の
業界団体

認定委員会認定委員会

解釈・手続書面・例示等の
ガイドラインを策定・公開

商標権関係信頼
性確認団体WG

育成者件関係信
頼性確認団体WG

種苗法に関する
権利者や団体本年設置



（参考）情報流通プラットフォーム対処法 関連情報サイトの運営

https://www.isplaw.jp/ 4



（参考）情報流通プラットフォーム対処法 関連情報サイトの運営

https://www.isplaw.jp/

凡
例

裁判例

削除関係

テーマ・WG名

書式

ガイドライン
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位置付け
P2P型ファイル交換ソフトを利用した権利侵害に際して、認定システムを

用いている事をプロバイダ等が確認した場合には、本来請求者が示す必

要のある、

（1） P2Pを利用したユーザのIPアドレス等を特定した方法の信頼性

（2） 発信者の故意又は過失により権利侵害が生じたということにつ

いての技術的な根拠

の提出を要しない。

実務上のメリット
認定システムを正しく利用した場合は請求者・プロバイダともに効率の

良い、ひいては発信者情報開示の迅速化・適正化に資する。

運営主体対象ソフトシステム名認定日

(株)TRIADWinny, Share, 
BitTorrent, GnutellaP2P FINDER2016/04/211

ZAQRO-BACCA(株)BitTorrentP2P Monitor2025/07/222

当協議会認定状況（2026（令和8）年7月現在）

検知ソフトの認定について
経緯
ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害対策協議会（2008（平成

20）年にISP事業者4団体及び音楽・映画の著作に関する権利者団体

により設立。現在活動終了。略称CCIF）にて、ISPによる個別メール発

信による注意喚起実施にあたり検知システムを利用し、この運用実績が技

術的信頼性の土台となる。

その後、P2P案件の開示請求増大により請求者・ISP双方の実務負担

になって来た事から、手続の迅速化・適正化を目的に当協議会にて2016

（平成28）年に最初の認定を行った（CCIFで実績を重ねた検知システ

ムである、P2P FINDER）。

（注） 現在の申請者の有無など
については、お答えいたしかねます。

https://www.telesa.or.jp/consortium/provider/p2ptechreq/index.html
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認定に関するオーバービュー

１．審査・検討プロセス
提出された技術資料に基づき、専門的見地から部会にて審議・検証を行い、結果の整理・公表を行っている

２．参照される基準
検知情報の正確性、誤検知の防止、およびデータの信頼性が十分に担保されていることを主な基準としている

3. 技術的・科学的根拠
対象通信プロトコルの仕様解析や、実際の通信挙動に基づく検証データ等を客観的な根拠として採用

4. 非公開情報の範囲
具体的なアルゴリズムやソースコードは非公開（セキュリティ及び権利侵害対処の実効性に支障を及ぼすため）

５．誤検知について
保守運用により誤検知リスクを排除

6. 第三者検証の仕組み
中立的な学識経験者等の構成員を中心に審査を実施
運用開始後も、必要に応じて再検証を求める仕組みにより、継続的に信頼性を担保

当協議会の、P2P検知ソフトの認定に関する全体を俯瞰すると、次のとおりです。
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検知ソフト認定の対象
１．対象

（ア） 以下のすべての機能を備えているシステムとする。
① P2P型ファイル交換ソフトのネットワークに接続する機能
② 当該ネットワークから利用者が指定するファイルをダウンロードする機能
③ ダウンロード時に発信元ノード（ユーザのPC等）のIPアドレス、ポート番号ファイルハッシュ値、ファイルサイズ、
ダウンロード完了時刻等（以下「メタデータ」という。）を自動的にデータベースに記録する機能

（イ） ダウンロードしたファイルが、一度利用者により権利侵害情報と判定されたファイルと同一のファイルであるかどう
かを比較検証する機能（以下「比較検証機能」という）を有する場合、当該機能も認定を受けることができる。

注：ファイル交換ソフトネットワーク上をクローリングし、利用者が指定するキーワードや属性に合致する
ファイル自動ダウンロードする機能は必須機能ではない。

（ウ） P2P型ファイル交換ソフトの種別毎に、認定する。
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検知ソフト認定の要件
２．要件

（ア） 発信元ノードの特定方法の信頼性が以下により確認できていること。
① システムの時刻データが正確である
② メタデータが正確に記録されることにつき確認試験が十分行われている

（イ） 調査時点で発信元ノードがファイルを送信可能状態にしている場合のみ当該ファイルをダウンロードするシス
テムであること。すなわち、中継機能（他のノードのファイルを一時的に複製して送信可能状態にすること）のみ
を担うノードを発信元ノードとして誤認せず、また、ファイルのダウンロード時に新たな送信可能状態を作出する
（調査対象ノードに無かったファイルがダウンロードを契機として他のノードから複製され送信可能状態になる）
ものでないこと

（ウ） 比較検証機能を有する場合には、その信頼性が確認できていること。
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審査の流れ

申請者
当協議会

事務局

当協議会

技術部会

申請者様からの申請を受けると、協議会内で技術部会を立ち上げ、認定合否を決める迄、精力的に検討を重
ねます。

赤枠内は構成員限り



審査事項 （1/2）
認定審査にあたっては、次に掲げる事項について、申請書類として提出を求めています。
なお、申請料等、審査に係る経費はご負担不要としています。

認定申請書に記載を求めている事項
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赤枠内は構成員限り
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システム認定要件（主要項目）

審査事項 （2/2）

審査においては、主に以下に掲げる事項について、質疑による内容確認、提出書類の修正・追加、当該システ
ムを改修頂く 等も経て、認定しています。

赤枠内は構成員限り



課題と今後に向けて
１．インターネットの状況変化
当協議会発足時は、ISPがコンテンツを提供する時代（PCからのWeb接続、Web上のホームページ・ブログ等の

提供）であり、主として法の定める「削除」について、ISP（CPの立場）と権利者との対話を通じ権利保護に努めて
来ました。
しかし、スマホの爆発的普及とWeb上のコンテンツサービス隆盛（海外事業者のSNS・ゲーム・映画・TV再送信

等）によるCP専業事業者の影響度増大とISPによるコンテンツ提供の縮減による影響度減少、又、Web以外の
サービスの登場等（CP不存在のP2Pファイル共有交換）、インターネットを巡る状況は大きく変化しています。

２．協議会としての課題
当協議会は、ISPをはじめとする電気通信4団体を母体として運営していますが、ISPは法の定める「削除」の取扱

いは僅少となってAPの立場が主となっており、協議会運営に対する会員のリソース提供が厳しくなって来ています。

３．P2P検知ソフト認定に関する現況と今後に向けて
非訟制度開始により、当協議会の認定ソフトの相対的な影響度は低下しつつあります。大多数のP2P関係の開

示請求は非訟で行われ、非訟を司る地裁では技術説明会を開催して検知ソフトが検証・認定され、P2P関係の開
示請求がワークしていると認識しております。
当協議会はこういった状況変化を踏まえつつ、非訟以外（訴訟、任意開示）に検知ソフトが用いられる事もあるた

め、今後も係る検証・認定を継続し、P2P関係の開示請求の一助としたいと考えています。
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（参考情報）総務省殿ホームページから引用 （1/2）
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（参考情報）総務省殿ホームページから引用 （2/2）
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